
1 

職員の給与などの状況 

 
 市職員の給与は、条例、規則などで定められています。職員の給与には、基本給としての給料

と扶養、住居、通勤手当や民間の賞与に当たる期末勤勉手当などがあります。これらの状況を次

のとおり公表します。 
 
【職員の任免に関する状況】 
１ 試験実施概要 

試験日程 試験内容 

職 種 試験名 受験資格 
受

付

期

間

第

1
次

試

験

第

2
次

試

験

第 1 次試験 第 2 次試験

事務職 教養 
（高卒程度） 

昭和 5２年 4 月 2
日から平成元年 4
月 1 日までに生ま

れた人 

教 養 試 験

(40 題 2 時

間） 
事 務 適 正

検査（100
題 10 分） 

保健師 教養 
（高卒程度） 

昭和５２年４月２

日以降に生まれた

人 

栄養士 教養 
（高卒程度） 

昭和５２年４月２

日以降に生まれた

人 

社会福祉士 教養 
（高卒程度） 

昭和５２年４月２

日以降に生まれた

人 

18
年

8
月

７

日

か

ら

18
年

9
月

15
日

18
年

10
月

15
日

18
年

11
月

26
日

教 養 試 験

(40 題 2 時

間） 
事 務 適 正

検査（100
題 10 分） 
 

人物試験 
(個別面接）

作文試験 

 
 
２ 試験実施結果 

職 種 採用予定

人  員

受験申込

者数 受験者数
1 次試験

合格者数 
2 次試験

受験者数 
最終合格

者数 最終倍率

事務職 ５名程度 144 105 17 14 5 21.0
保健師 2 名 22 20 4 3 2 10.0
栄養士 1 名 10 10 3 3 1 10.0
社会福祉士 1 名 2 2 2 2 0 0.0
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【益田市の給与・定員管理等について】 
１ 人件費の状況（平成 18 年度普通会計決算） 

区 分 
住 民 基 本

台帳人口 
(H19.3.31) 

歳出額 
  A 実質収支 人件費 

  B 
人件費率 
（B／A） 

H17 年度 
人件費率 

 
H18 年度 

 

人 
52,320 

千円

27,515,302
千円

448,337
千円

4,438,835
％ 

16.1 
％

17.4

 （注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。 
 
 
２ 職員給与費の状況（平成 19 年度普通会計予算） 

給   与   費 
区分 

 
職員数 

   A 給  料 職員手当 期末・勤勉

手当 
  計 
    B 

1 人当たり

給与費 
（B／A） 

 
H19 年度 

 

人 
443 

千円

1,837,637
千円

253,327
千円

771,197
千円 

2,862,161 
千円

6,461

 （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
    ２ 給与費は当初予算に計上された額である。 
 
 
３ 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

一般行政職 技能労務職 
区 分 平均給料 

月  額 平均年齢 平均給料 
月  額 平均年齢 

益田市 円 
344,200 

歳

42.8
円

368,700
歳

47.4
 （注）職員の給料月額については、0.5～3.5％の給料カットを実施している。 
 
４ 職員の初任給の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

益田市 国 
区  分 

決定初任給 採用 2 年経過

日給料額 決定初任給 採用 2 年経過

日給料額 
大学卒 159,700 円 170,200 円 170,200 円 176,800 円

一般行政職 
高校卒 138,400 円 142,800 円 138,400 円 142,800 円

 
 
５ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

区    分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 
大学卒 252,600 円 304,300 円 345,200 円

一般行政職 
高校卒 205,000 円 260,500 円 312,600 円

技能労務職 高校卒 205,000 円 260,500 円 312,600 円

 （注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数を 
    いうものである。 
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６ 一般行政職の級別職員数の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 
区  分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 計 
標準的な 
職務内容 主事 

副主任

主 事 
主任

主事
係長

課長

補佐
課長 部長  

職員数 4 人 20 人 77 人 76 人 113 人 42 人 13 人 345 人 

構成比 1.2％ 5.8％ 22.3％ 22.0％ 32.7％ 12.2％ 3.8％ 100％ 

参

考 
1 年前の 
構成比 

5.7％ 8.0％ 24.2％ 19.9％ 26.2％ 12.3％ 3.7％ 100％ 

 （注）１ 益田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
 
 
７ 職員手当の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

区  分 益田市 国 

期末手当 
勤勉手当 

（H19 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

６月期  1.4 月分   0.725 月分 
12 月期 1.6 月分   0.725 月分 
 計   3.0 月分    1.45 月分 
職制上の段階、職務の級等による加算

措置有 

（H19 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

６月期  1.4 月分   0.725 月分 
12 月期  1.6 月分   0.725 月分

 計   3.0 月分     1.45 月分

職制上の段階、職務の級等による加算

措置有 

退職手当 

（支給率） 
①自己都合 
勤続 20 年      23.50 月分 
勤続 25 年      33.50 月分 
勤続 35 年      47.50 月分 
その他の加算措置 
退職時特別昇給       なし 
1 人当たり 
平均支給額       6,868 千円 
②勧奨・定年 
勤続 20 年       30.55 月分 
勤続 25 年       41.34 月分 
勤続 35 年      59.28 月分 
その他の加算措置 
退職時特別昇給       なし 
1 人当たり 
平均支給額      25,609 千円 

（支給率） 
①自己都合 
勤続 20 年      23.50 月分 
勤続 25 年      33.50 月分 
勤続 35 年      47.50 月分 
その他の加算措置 
退職時特別昇給       なし 
 
 
②勧奨・定年 
勤続 20 年       30.55 月分 
勤続 25 年       41.34 月分 
勤続 35 年      59.28 月分 
その他の加算措置 
退職時特別昇給       なし 
 

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された 
平均額である。 
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区  分 全職種 
職員全体に占める手当支給職員の割合 39.9％
支給対象職員１人当たり平均支給年額 11,934 円

手当の種類（手当数） 19

支給額の多い手当 
①槽内特別清掃業務手当 
②ごみ収集業務手当 
③徴収業務手当 

特殊勤務 
手  当 

（H18 年度） 
代表的な 
手  当 

多くの職員に支給されている手当 
①徴収業務手当 
②ごみ収集業務手当 
③危険作業手当 

 ※ 水道部局及び教育委員会を除く 
 

支給総額 152,804 千円時間外勤務 
手   当 H18 年度 

職員 1 人当たり支給年額 303 千円

 
区  分 内   容 国の制度との異同 国の制度と異なる内容 

扶養手当 

①配偶者    13,000 円 
②配偶者以外の扶養親族 

6,000 円

③配偶者のない職員の場合

の扶養親族  11,000 円 
④扶養親族でない配偶者を

有する場合の１人目の子 
         6,500 円

⑤扶養親族のうち満 16 歳の

年度の初めから満 22 歳の年

度末までの子 5,000 円加算

同 

 

住居手当 

①借家居住者 
月額 12,000 円を超える家

賃を支払っている者に対

し、27,000 円を限度に支給

②持ち家居住者 
 新築購入時から 5 年間

2,500 円を支給 

同 

 

通勤手当 

①交通機関利用者 
 ２㎞以上月額運賃 45,000

円以下は全額支給。45,000
円を超えるものについて

は、超える額の６０％を加

算した額を支給 
②交通用具利用者 
 ２㎞以上通勤距離により、

5,300 円～39,000 円の範

囲内で支給 

異 
交通用具の区分、距離

の区分及び最高支給

限度額が異なる 
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８ 特別職の報酬等の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 
区    分 給料月額等 

給  料 市 長 
副市長 

828,000 円(給料カット後 662,400 円)
688,500 円(給料カット後 550,800 円)

報  酬 
議 長 
副議長 
議 員 

409,500 円

346,500 円

319,500 円

市 長 
副市長 

6 月期                 1.4 月分

12 月期                 1.6 月分

 計                   3.0 月分

  役職加算 ４０％ 
期末手当 

議 長 
副議長 
議 員 

6 月期                 1.4 月分

12 月期                 1.6 月分

 計                   3.0 月分

   役職加算 ４０％ 
 
９ 部門別職員数の状況と主な増減理由 

職員数（人）  
平成 18 年 平成 19 年

対前年

増減数
主な増減理由 

議会 5 5  
総務 113 109 －4 地区振興センター職員減 
税務 32 32  
民生 47 62 15 機構改革による 
衛生 40 25 －15 機構改革による 
農水 38 38  
商工 14 19 5 機構改革による 
土木 80 78 －2 退職者不補充 

一 
般 
行 
政 
部 
門 

計 369 368 －1  
教育 69 69  特別行政 

部  門 計 69 69  
水道 29 29  
その他 44 37 －7 駅前再開発事業完了による 

公営企業

等 
計 73 66 －7  

合  計 511 503 －8  
 （注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者などを含み、 

臨時又は非常勤職員を除いている。 
 
１０ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 
 ・定員適正化計画 

年 度 H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ 
職員数 ５２１人 ５２１人 ５１５人 ５１１人 ５０１人 ４９４人

前年度末退職者  ４人 ８人 １３人 １７人 １７人

新規採用  ３人 ２人 ５人 ７人 １０人

その他（広域）  １人 ４人  
増 減  ― △６ △４ △１０ △７

 ・進捗状況 
  平成 19 年 4 月１日現在の職員数は５０３人であり、計画より１２人の減となっている。 
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【職員の勤務時間その他の勤務条件】 
１ 職員の勤務時間の状況 
 ①１週間の正規の勤務時間 ４０時間 
 ②１日の正規の勤務時間   ８時間 
 ③勤務の開始時刻と終了時刻 
  開始時刻  ８：３０ 
  終了時刻 １７：１５ 
 ④休憩時間 １２：１５～１３：００ 
 ⑤休息時間 １２：００～１２：１５、１７：００～１７：１５ 
 ⑥時差出勤制度有 
  ・地域振興部情報政策課、教育委員会教育総務課（学校給食共同調理場）については、 

７：００～２０：００までの間に勤務時間を割り振り 
  ・匹見保育所については、遅出勤務（９：３０～１８：１５まで）あり 
 
２ 休暇制度の状況 

主な休暇の種類 概   要 
年次有給休暇 １年につき２０日 
産前産後休暇 産前８週間以内、産後８週間以内 

慶弔休暇 
本人の結婚 ７日 
妻の出産  ３日 
忌引    死亡した者により１日～１０日 

介護休暇 ２週間以上６月以内 
休暇期間中は無給 

特別休暇 

①選挙権その他公民権の行使をする場合で、必要と認められる期間 
②証人、鑑定人、参考人として国会、裁判所、議会その他官公署へ出頭 
する場合で、必要と認められる期間 

③骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施する者に 
対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び 
兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、必要と認められる期間 

④自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合、１ 
年につき５日以内 

⑤妊産婦である女子職員が、健康診査及び保健指導を受ける場合、必要 
な時間 

⑥生後１年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と 
認められる授乳等を行う場合、１日２回それぞれ６０分間 

⑦小学校就学前の子を養育する職員が、その子の看護をする場合、１年 
につき５日以内 

⑧地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は損 
壊した場合、７日以内 
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【職員の分限処分及び懲戒処分の状況】（Ｈ１８年度） 
１ 分限処分者数 

処分の種類 
処分事由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合 
(地公法第 28 条第 1 項第 1 号)      

心身の故障の場合 
(地公法第 28 条第 1 項第 2 号) 
(地公法第 28 条第 2 項第 1 号) 

  ２  ２ 

職に必要な適格性を欠く場合 
(地公法第 28 条第 1 項第 3 号)      

合 計  
  ２  ２ 

 
２ 懲戒処分者数 

処分の種類 
処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 
(地公法第 29 条第 1 項第 1 号)      

職務上の義務に違反し、又は職

務を怠った場合 
 (地公法第 29条第 1項第 2号) 

 ４   ４ 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 
(地公法第 29 条第 1 項第 3 号) 

   １ １ 

合 計  
 

４  １ ５ 

 
【職員の服務の状況】（Ｈ１8 年度） 
１ 年次有給休暇の取得状況 

総付与日数 
（ａ） 

総取得日数 
（ｂ） 

対象職員数 
（ｃ） 

平均取得日 
（ｂ／ｃ） 

消化率 
（ｂ／ａ） 

17,511 日 5,164 日 505 人 10.2 日 29.5％ 
(注) 対象期間は、平成１8 年１月１日～平成１8 年１２月３１日まで 

 
２ 病気休暇の取得状況 

休暇の区分 対象職員数 
（ａ） 

総取得日数 
(ｂ) 

平均取得日 
（ｂ／ａ） 

私傷病 505 人 1,856 日 3.66 日 
公務傷病 505 人    0 日    0 日 

 (注 )対象期間は、平成１8 年１月１日～平成１8 年１２月３１日まで 
 
３ 介護休暇の取得状況 

介護休暇取得者なし 
 
４ 欠勤の状況 
 欠勤者なし 
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５ 育児休業の取得状況 
平成１8 年度以前に

継続して育児休業を

取得している職員数 

平成１8 年度中に新たに育児休

業が取得可能となった職員 
 

育児休業取得者数 部分休業取得者数 

育児休業

の対象と

なった職

員数 

育児休業

取得者数 
部分休業

取得者数

男性 
職員 0 人 0 人 11 人 0 人 0 人 

女性 
職員 7 人 0 人 5 人 5 人 0 人 

計 7 人 0 人 16 人 5 人 0 人 
 
 
【職員の研修及び勤務成績の評定の状況】（Ｈ１8 年度） 
１ 研修の状況 
 ①自治研修所 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 
新規採用職員 1 10 3
一般職員第Ⅰ課程 1 3 3
一般職員第Ⅱ課程 1 3 16
中堅職員（行政職） 1 2 11
中堅職員（技能労務職） 1 2 5
新任係長 1 3 6
新任課長補佐 1 3 3
新任課長 1 3 2
特別研修 1 3 9

 
 ②その他 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 
市町村アカデミー研修 2 １０ 2
教養講座 １ １ 6
地域づくりゼミ 1 4 2
地域づくり塾 ２ 2 2
益田市職員特別研修 12 １～６ 24

 
２ 勤務成績の評定状況 

区  分 評定回数 評定時期 評定対象者数 
市長部局 年 1 回 1 月 ３９８

教育委員会 年 1 回 1 月 ６９

水道企業部局 年 1 回 1 月 ２９

行政委員会 年 1 回 1 月 ７
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【職員の福祉及び利益の保護の状況】（Ｈ１8 年度） 
１ 安全衛生管理体制 

委員会 統 括 安

全 衛 生

管理者 

安 全 管

理者 衛生管理者 
安 全 衛

生 推 進

者等 
産業医 衛 生 

委員会 
安 全 
委員会 

 

選

任

す

べ

き

事

業

場

数 

う

ち

選

任

事

業

場

数 

選

任

す

べ

き

事

業

場

数 

う

ち

選

任

事

業

場

数 

選

任

す

べ

き

事

業

場

数 

う

ち

選

任

事

業

場

数 

選

任

者

数

選

任

す

べ

き

事

業

場

数

う

ち

選

任

事

業

場

数

選

任

す

べ

き

事

業

場

数

う

ち

選

任

事

業

場

数

選

任

者

数

実

選

任

者

数

選

任

す

べ

き

事

業

場

数 

う

ち

選

任

事

業

場

数 

選

任

す

べ

き

事

業

場

数 

う

ち

選

任

事

業

場

数

左
の
う
ち
安
全
衛
生
委
員
会
と
し
て
設

置
し
て
い
る
事
業
場
数 

市長部局 - - - - 1 1 1 3 3 1 1 1 1 1 1 - -  

教育委員

会部局 - - - - - - - 1 1 - - - - - - - - - 

企業部局 - - - - - - - 1 1 - - - - - - - - - 

(注)教育委員会部局については、学校職場を除く。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



10 

２ 職員のための福利厚生活動事業 
 ①事業の概要（益田市職員共済会事業） 

事業名称 
１ 会員会費事業 

事 業 内 容 

各

種

祝

金 

祝金給付事業 
出産祝金 10,000 円 
結婚祝金 30,000 円 
銀婚祝金 10,000 円 

弔

慰

金 
死亡弔慰金給付事業 

会員の死亡    100,000 円 
配偶者の死亡    50,000 円 
両親及び子の死亡  10,000 円 
祖父母の死亡     5,000 円 

退

会

給

付

金 

退会記念品料給付事業 会員退会時に勤続年数により20,000円から100,000円を支給

災

害

見

舞

金 

災害見舞金給付事業 災害被災時に 10,000 円を限度に支給 

医

療 傷病見舞金給付事業 会員が 1 ヶ月以上入院時に 5,000 円を支給 

そ

の

他

事

業 

石見大阪空港利用助成

事業 
石見空港から東京・大阪へ往復利用した場合 5,000 円を助成

（年 1 回まで） 

２ 公費充当事業  
 
 
 
 
 
 

部活動助成事業 

１ 野球部、サッカー部等運動部へ 70,000 円～230,000 円 
を助成 

２ 囲碁クラブ、軽音楽クラブ等文化部へ 70,000 円～

170,000 円を助成 

 
 
 
 
 

職員研修助成事業 各課の研修旅行等に対する助成（職員 1 人当たり 10,000 円を

上限に積算） 

そ

の

他

事

業 

文化公演助成事業 県・市・教育委員会等が主催・後援の演劇鑑賞時に半額程度

（上限 3,000 円）を年 1 回助成 

 

部
活
動
助
成
事
業 

研
修
助
成
事
業 
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②福利厚生事業に係る予算額等について 
①福利厚生事業に係る決算額 16,423 千円

②①のうち共済会に対する補助金等の額  Ａ      5,200 千円

③②のうち共済会の事務費・人件費に係るものの額  Ｂ      2,429 千円

④会員による掛金の額  Ｃ      8,213 千円

⑤公費負担率（Ａ－Ｂ）／（Ａ－Ｂ＋Ｃ） 25.2％

⑥掛金の算出方法 給料月額及び期末勤勉手当×

2.65／1,000 

平

成

17
年

度

決

算  

共

済

会

関

係 
⑦会員１人当たりの補助金額（（Ａ－Ｂ）／会員数） 5,103 円

①福利厚生事業に係る決算額 21,399 千円

②①のうち共済会に対する補助金等の額  Ａ      5,252 千円

③②のうち共済会の事務費・人件費に係るものの額  Ｂ      2,402 千円

④会員による掛金の額  Ｃ      8,045 千円

⑤公費負担率（Ａ－Ｂ）／（Ａ－Ｂ＋Ｃ） 26.2％

⑥掛金の算出方法 給料月額及び期末勤勉手当×

2.65／1,000 

平

成

18
年

度

決

算  

共

済

会

関

係 
⑦会員１人当たりの補助金額（（Ａ－Ｂ）／会員数） 5,357 円

①福利厚生事業に係る予算額 16,448 千円

②①のうち共済会に対する補助金等の額  Ａ      6,456 千円

③②のうち共済会の事務費・人件費に係るものの額  Ｂ      2,400 千円

④会員による掛金の額  Ｃ      7,765 千円

⑤公費負担率（Ａ－Ｂ）／（Ａ－Ｂ＋Ｃ） 34.3％

⑥掛金の算出方法 給料月額及び期末勤勉手当×

2.65／1,000 

平

成

19
年

度

予

算 

共

済

会

関

係 
⑦会員１人当たりの補助金額（（Ａ－Ｂ）／会員数） 7,785 円

 
③ 職員の健康診断の状況（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

健康診断の種類 対象者 受診者 
新規採用職員健康診断 3 人 3 人 
定期健康診断 504 人 329 人 
（注）人間ドック受診者、育児休業者、休職者を除く。 

 
④ 勤務条件に関する措置の要求の状況 
 平成 18 年度中において公平委員会からの勧告はなかった。 
 
⑤ 不利益処分に関する不服申立の状況 
 平成 18 年度中において公平委員会からの是正の指示はなかった。 


